
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

綾町 水道事業  

取組事項 （水道事業）広域化等

●

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

施設管理の
共同化

管理の一体化

検討中 ●

近隣水道事業体との資材の共
同発注や、水道台帳システム
の共同利用等を宮崎県主導の
もと協議を実施。

協議を実施したものの、各事業体で現在使用している資材やシ
ステムがそれぞれ異なっており、広域化のためには仕様を統一
する必要があり、実施には至っていない。

月 日

百万円(年)

実施予定 年

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

綾町 下水道事業 公共下水道

●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ● 令和

3 4 1

実施予定 年 月 日

複数年契約による発注先の安
定的な経営環境を整えること
業務水準を担保しつつも自由
な経営を行うことで、委託費の
削減を図りながら受託者の収
益向上をも図れること

放流水（BOD、SS、大腸菌群
数）、脱水ケーキ含水率、資材
等の調達

1 百万円(年)
費用は縮減できたが、委託先に費目ごとの積算は求めていない
ため不明

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

綾町 下水道事業 農業集落排水施設

●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

当調査に例示された抜本的な改革は、相応の事業規模や連携のための地理的条件が揃って実施できるものであり、当事
業の規模・受益戸数では不可能又は実施しても事業費削減等の効果を発揮しないと判断している。
経営戦略等での料金改定の必要性は認識しているが、町内の居住地によって利用できる下水道事業（公共下水、農集、
浄化槽）が定まっており、その事業間で使用料格差の拡大を招くことになるため、執行部判断として改定を実施できる見込
みはない。しかし、改定の見込みは無いが、一般会計が当事業の資本費について繰出基準内外を問わず負担することを
明確化しているため、中期的には安定した経営の見込みが立っている。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

綾町 下水道事業 特定地域排水処理施設

●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

当調査に例示された抜本的な改革は、相応の事業規模や連携のための地理的条件が揃って実施できるものであり、当事
業の規模・受益戸数では不可能又は実施しても事業費削減等の効果を発揮しないと判断している。
経営戦略等での料金改定の必要性は認識しているが、町内の居住地によって利用できる下水道事業（公共下水、農集、
浄化槽）が定まっており、その事業間で使用料格差の拡大を招くことになるため、執行部判断として改定を実施できる見込
みはない。しかし、改定の見込みは無いが、一般会計が当事業の資本費について繰出基準内外を問わず負担することを
明確化しているため、中期的には安定した経営の見込みが立っている。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


